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１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日） 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％ 百万円     ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

297,332      8.1
275,075      1.3

14,390  10.8
12,992  △11.3

11,380    15.7
9,832   △1.7

18 年 3 月期 577,061         28,923           22,353        
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

     百万円       ％ 円  銭 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

4,779      8.3
4,413   △13.8

 8.82 
 8.14 

  8.38        
    7.73        

18 年 3 月期 9,684      17.79 16.89        
(注)①持分法投資損益   18 年 9 月中間期   △74 百万円 17 年 9 月中間期   △241 百万円 18 年 3 月期  △241 百万円 
    ②期中平均株式数(連結)18 年 9 月中間期 541,552,735 株 17 年 9 月中間期 541,822,242 株  18 年 3 月期 541,742,151 株 
    ③会計処理の方法の変更   無 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

581,572 
524,197      

133,230     
118,644     

22.2       
22.6       

238.52      
219.00      

18 年 3 月期 533,526      125,994     23.6       232.54      
(注)期末発行済株式数（連結）18 年 9 月中間期 541,488,529 株 17 年 9 月中間期 541,751,292 株 18 年 3 月期 541,626,926 株 
  
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

7,977      
8,230      

△8,856     
△8,305     

 27,849 
   △80 

    54,670     
30,238     

18 年 3 月期 26,779      △19,724      △9,862 27,696     

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  107 社  持分法適用非連結子会社数  ― 社  持分法適用関連会社数 23 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)  ― 社   (除外)  4 社    持分法 (新規) ― 社   (除外) 1 社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 605,000 23,000 12,000 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期） 22 円 16 銭 

※ 上記予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々

な要因により予想数値と異なる可能性があります。 
なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の 9ページをご参照下さい。 
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日軽金（連結）

1.企業集団の状況

    当企業集団は、当社、子会社１１４社及び関連会社５１社（平成１８年９月末現在）
　により構成されておりますが、その主な部門と各部門に係る当社、主要な連結子会社及
　び持分法適用関連会社の事業系統図は次のとおりです。

（製造・販売） （販売・その他）

（製造・販売） （販売・その他）

（製造・販売） （販売・その他）

（製造・販売） （販売・その他）

◎ 連結子会社　　 　　 …１０６社 　　　 　… 製品、原料の流れ

○ 持分法適用関連会社  …　２２社 　　 　　… サービスの流れ

（注）上記のうち、国内の証券市場に上場している子会社は次のとおりです。
　会社名 　　　上場市場
　東海アルミ箔㈱ ジャスダック証券取引所

（平成１８年９月末現在）　　

得　　　意　　　先

加
工
製
品
、
関
連
事
業

建
材
製
品

 
日
 
本
 
軽
 
金
 
属
（
株
）
（
 
製
 
造
・
販
 
売
 
）

 
ア
ル
ミ
ナ
・

化
成
品
、
地
金

板
、
押
出
製
品

◎㈱ｴﾇ･ｴﾙ･ｴﾑ･ｴｶﾙ
◎東海ｱﾙﾐ箔㈱
◎東洋ｱﾙﾐﾆｳﾑ㈱
◎ﾄｰﾔﾙ･ｱﾒﾘｶ･ｲﾝｺｰﾎﾟﾚｲﾃｯﾄﾞ
◎ﾄｰﾔﾙ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ･ｿｼｴﾃ･ﾊﾟｰ･
　 ｱｸｼｵﾝ･ｻﾝﾌﾟﾘﾌｨｴ･ﾕﾆﾍﾟﾙｿﾈﾙ
◎東洋ｱﾙﾐｴｺｰﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ㈱
◎日軽産業㈱
◎日軽ﾊﾟﾈﾙｼｽﾃﾑ㈱
◎日本電極㈱
◎日本ﾌﾙﾊｰﾌ㈱
◎松尾工業㈱
○三亜ｱﾙﾐﾆｳﾑ㈱
○日軽熱交㈱

◎新日軽㈱
◎理研軽金属工業㈱
○ｺｽﾓ工業㈱

◎日軽産業㈱◎日軽形材㈱
◎日軽金ｱｸﾄ㈱
◎ﾆｯｹｲ･ｻｲｱﾑ･ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ
○ﾉﾝﾌｪﾒｯﾄ･ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･
       ｱﾙﾐﾆｳﾑ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

◎ｱﾙﾐﾆｳﾑ線材㈱
○ｲﾊﾗﾆｯｹｲ化学工業㈱
○ﾀﾞｲｷ･ﾆｯｹｲ･ﾀｲ･ｶﾝﾊﾟﾆｰ･ﾘﾐﾃｯﾄﾞ

◎日軽産業㈱
○玉井商船㈱

◎日軽情報ｼｽﾃﾑ㈱
◎日軽物流㈱
○㈱住軽日軽ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
○㈱東邦ｱｰｽﾃｯｸ

◎新日軽ﾍﾞｽﾄｼｽﾃﾑ㈱
◎日軽産業㈱
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日軽金（連結） 

 

２．経営方針 

 

（１） 経営の基本方針 

日本軽金属グループは、グループの強みであるアルミニウムに関する総合的な技術

蓄積を活かし、収益力の高い事業構造を構築するとともに、事業活動を通じて広く社

会に貢献し、企業価値の向上を図るため、グループ経営方針において次の項目を基本

方針として定めております。 

 
（グループ経営に関する基本方針） 

・すぐれた素材であるアルミニウムを核として、技術およびノウハウの蓄積と展開に 

より優位を保持できる領域で、特色ある優良企業集団を目指す。 
・グループ経営を基本とし、グループ連結の利益最大化を目指す。 
・安定的に企業価値を高め、期待される株主利益を創出していくために、外部環境の  

変化に即応しつつ、投下資本全体に対する効率性を追求していく。 
 
（企業の社会的責任およびコーポレート･ガバナンスに関する基本方針） 

・企業は株主・取引先・従業員・地域社会がその存立基盤であるとの認識のもと、調

和のとれた経営を行い、社会的に尊敬に値する企業を目指す。 
・法令および社会的規範を遵守し、公正かつ透明な事業活動を行う。 
・社会的に有用な製品、サービスを安全性に十分配慮して提供し、お客さまの満足と  

信頼を獲得する。 
・地球環境問題への取り組みは企業活動において必須の課題であることを認識し、関

係法令の遵守はもとより、自主的かつ積極的に行動する。 
・企業情報を適切に管理するとともに、広く社会とのコミュニケーションに努め、情

報を適時かつ適切に開示する。 
 
（組織運営に関する基本方針） 

・健康で安全な職場づくりと、「ゼロ災害」の達成を目指す。 
・人材が企業の根幹であることを認識し、自由闊達でチャレンジ精神にあふれた企業 

風土を目指す。このため、従業員の人格、個性を尊重し、持てる能力を最大限に発

揮しうる環境を確保するとともに、積極的に教育の機会を提供する。 
・多様なリスクの状況を的確に把握するとともに、これを低減するための活動を推進

することにより、経営の健全性の確保を目指す。 
 
（２）利益配分の基本方針 

利益配分につきましては、財務体質と経営基盤の強化を図りつつ、株主の皆様に対

する安定的な配当を継続することを基本に、業績と配当性向等を総合的に勘案するこ

とを方針としております。 
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日軽金（連結） 

 

また、内部留保資金につきましては、さらなる財務体質の強化のために有利子負債

削減の原資として活用するほか、新規事業の展開、新技術・新製品の開発等の投資に

充当し、企業価値ならびに株主利益の拡大に寄与してまいります。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社グループは、中期経営計画の中で平成 18 年度の連結売上高 5,900 億円、営業  

利益 320 億円、経常利益 230 億円を経営数値目標として掲げております。また、事業  

の収益性・成長性を計る観点から、各事業部門ごとに、使用資本（自己資本＋有利子

負債－現預金）に対し、どの位の利益（金利前経常利益）を上げているかを示す「ROCE(使

用資本利益率)」を経営指標としております。平成 17年度の ROCE は 8.6%となり、中期

経営計画最終年度（平成 18年度）の目標である 8%超を達成いたしました。 

なお、当期の経常利益の見通しにつきましては、本年 5 月に公表いたしました 220

億円を見直しました結果、現時点では 230 億円となり、中期経営計画最終年度の目標

を達成する見込みとなっております。 

 

（４）中期的経営戦略と今後の課題 

当社グループは、より健全で強固な経営体質にすることを狙いとして、平成 13年 11

月に平成14年度を起点とした5ヵ年の「日本軽金属グループ中期経営計画」を策定し、

グループ一体となって収益事業の拡大、課題事業の整理・再構築、新商品・新規事業

の開発体制の強化に取り組み、並行して有利子負債削減と自己資本の充実に努めてお

ります。 

中期経営計画策定時において収益力強化が課題とされた押出事業は黒字が定着し、収

益事業の拡大を目指したアルミ箔、アルミパウダー・ペースト事業も市場優位性を活

かし収益力を伸ばすなど、計画の達成に着実に近づいております。 

しかしながら一方では、建材事業の収益力回復が最大の課題として残っているほか、

主原料であるアルミニウム地金や燃料・諸資材の価格高騰への対応として、各事業に

おける一層のコストダウンや販売価格是正への取り組みが新たな課題として浮かび上

がっております。 

当社では、今後も厳しさが増すグローバル競争を勝ち抜き、継続して収益を拡大さ

せるため、中期経営計画達成により培われる経営基盤をベースに、いかなる経営環境

の変化にも対応できるより多くの強い商品、強い事業で構成される日本軽金属グルー

プの姿を目標とし、その達成のための施策を打ち出すべくグループを挙げ作業を行っ

ております。 

特に、建材事業につきましては、人口減少社会の到来、ストックの増加などにより

市場の成熟化が一層進む中で、企業間競争が激化することが予想され、抜本的な収益

構造改善策を打ち立てる必要があり、選択と集中、グループ総合力の活用という観点

から計画を作成、実行してまいります。 

今年度は、中期経営計画の最終年度として、その総仕上げを行うとともに、平成 19

年度からスタートする「グループの新中期経営計画」の策定を完了し、発表いたしま

す。 
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日軽金（連結） 

 

（５）親会社等に関する事項 

該当事項はありません。 
 
 

３．経営成績および財政状態 

 

（１）経営成績 
① 当中間期業績の概況 

当中間期のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資や個人消費などが

堅調で、全般的には拡大基調で推移しましたが、一方では、原油価格の上昇により燃

料、化学品などの価格が上昇し、企業業績や市民生活に影響を与えはじめており、先

行きの不透明感を拭えない状態が続きました。 

 

アルミニウム業界におきましては、自動車・輸送関連分野での需要が好調に推移し

たほか、電機・電子分野の需要が回復しましたが、需要低迷が続いている建設分野や、

缶材を中心とする食品分野など、販売量の減少が見られた分野もありました。また、

アルミニウム地金の国際市況が、昨年秋口以降から急激に上昇し、地金を原料とする

加工製品分野において大きな収益圧迫要因となったほか、他の金属原料、諸資材の価

格高騰や原油価格の高止まりもあり、期初の予想を上回る厳しい事業環境となりまし

た。 

 

このような状況の中、当中間期の売上高は前年同期に比べ 222 億 57 百万円（8.1%）

増の 2,973 億 32 百万円となり、営業利益は前年同期に比べ 13億 98 百万円（10.8%）

増の 143 億 90百万円、経常利益は前年同期に比べ 15億 48百万円（15.7%）増の 113

億 80 百万円となりました。また、中間純利益は、特別損益として固定資産売却益 1

億 42百万円、資産処分に伴う固定資産除却損 3億 91百万円を計上した結果、前年同

期に比べ 3億 66百万円（8.3%）増の 47億 79 百万円となりました。 

 

 

② セグメント別の概況 

【アルミナ・化成品、アルミ地金】 

アルミナ・化成品部門におきましては、全般的に旺盛な需要が続き、出荷は堅調に

推移いたしました。 

アルミナ関連製品では、電機・電子分野の需要回復を受けて半導体・電子材料向け

ローソーダアルミナの出荷が回復し、耐火材向けアルミナやその他水酸化アルミ・ア

ルミナ製品の出荷も堅調に推移いたしました。化学品関連製品では、需給がタイトと

なっている苛性ソーダ、塩酸をはじめソーダ・無機塩素製品および有機塩素製品の出

荷が堅調に推移いたしました。 

アルミナ・化成品部門全体では、高付加価値製品の拡販に努め、ボーキサイトや重
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油等の価格高騰などのコストアップ圧力が高まる中、販売価格の是正とコストダウン

に取り組んだ結果、前年同期比で増収増益となりました。 

 

アルミニウム地金部門におきましては、合金地金関連で、主力である自動車分野で

旺盛な需要が続きましたが、鉄鋼、軽圧および電線向けの販売量が減少したことによ

り、前年同期に比べ販売数量は減少いたしました。アルミニウム地金部門の販売価格

は、原料となるアルミ地金やスクラップの価格に概ね連動しているため、地金価格や

スクラップ価格が上昇した当中間期は前年同期に比べ増収となりました。採算面にお

きましても、高付加価値合金の拡販に努めたこと、低廉なスクラップの調達ルート開

拓に引き続き取り組んだことなどにより増益となりました。 

 

以上の結果、アルミナ・化成品、地金セグメントの売上高は前年同期に比べ 82 億

81 百万円増の 546 億 98 百万円、営業利益は前年同期に比べ 13 億 48 百万円増の 64

億 14百万円となりました。 

 

【板、押出製品】 

アルミニウム板部門におきましては、コンデンサー向け箔地の出荷が回復し、半導

体・液晶製造装置向け厚板、電機・電子分野向けの出荷も好調に推移しましたが、輸

出は減少いたしました。その結果、販売数量は前年同期に比べ微増にとどまりました

が、売上高は地金価格の上昇に伴う販売価格の上昇により、前年同期に比べ増加いた

しました。採算面では、燃料や副資材等の値上がりが収益を圧迫しましたが、当中間

期は、急な地金価格の上昇により期初の在庫単価が相対的に安くなったことが増益要

因となり、前年同期に比べ増益となりました。 

 

アルミニウム押出部門におきましては、自動車部品関連が堅調に推移したことに加

え、トラック関連部材、電機・電子関連の感光ドラムや工作機械向け形材の需要が好

調に推移し、販売数量は前年同期に比べ増加いたしました。また、高騰した地金価格

の販売価格への転嫁が概ね順調に行われたため、売上高は前期に比べ増加いたしまし

たが、副資材等の価格上昇により、採算面では前年同期並みとなりました。 

 

以上の結果、板、押出製品セグメントの売上高は前年同期に比べ 40億 42百万円増

の 380 億 40 百万円となり、営業利益は前年同期に比べ 2 億 32 百万円増の 33 億 69

百万円となりました。 

 

【加工製品、関連事業】 

当セグメントの主要部門の概況は、以下のとおりです。 

 

アルミ箔、アルミパウダー・ペースト部門におきましては、アルミ箔関連では、コ

ンデンサー用高純度アルミ箔の需要が回復し、プレーン箔および食料品用・医薬品包

材用加工箔も堅調に推移いたしました。また、IC タグ・IC カード用アンテナ等の新
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製品の拡販に努めました結果、箔事業の売上は前年同期を上回りました。また、アル

ミパウダー・ペースト関連では、プラスチック塗料用および自動車用の出荷が低調に

推移したものの、太陽電池用インキなど各種機能性材料が好調に推移したことにより

前年同期を上回る売上となりました。 

しかしながら、アルミ箔、アルミパウダー・ペースト部門全体では、アルミ地金価

格高騰分の価格転嫁の遅れ等により、前年同期に比べ減益となりました。 

 

輸送関連部門におきましては、バン・トラック架装事業では、排ガス規制に伴うト

ラック需要の増加、販売強化によるシェアの確保により、出荷は好調に推移しました。

アルミ部材、鋼材、樹脂部材など、主要材料価格の上昇が収益の圧迫要因となりまし

たが、コストダウンや価格是正に努めました結果、前年同期に比べ増収増益となりま

した。 

カーエアコン用コンデンサーは、国内軽自動車向けを中心に好調に推移し、前年同

期に比べ増収となりましたが、地金をはじめとする資材価格高騰に対する価格是正の

遅れなどにより、厳しい状況におかれました。 

素形材製品では、スクロールなどの鍛造製品は出荷減となりましたが、主力製品で

あるブレーキキャリパー、エンジン周辺部品を中心に受注量が増加したことにより、

売上高は前年同期を上回りました。 

 

電子材料部門におきましては、アルミ電解コンデンサー用電極箔の需要が好調に推

移したことにより、前年同期に比べ増収となりましたが、アルミ電解コンデンサーが

使われる最終製品の競争激化の影響により電極箔への値下げ圧力が高まる中、各種原

材料価格が高騰したため、採算面では非常に厳しい状況が続きました。 

 

パネルシステム部門におきましては、業務用冷凍・冷蔵庫関連では、需要の減少と

価格競争により、利益と生産量のバランスを考慮しながらの営業活動を余儀なくされ

た結果、前年同期に比べ減収となりました。クリーンルーム関連では、電子部品・デ

バイス関連分野の設備投資に支えられ、需要は好調に推移いたしました。パネルシス

テム部門全体では、原材料コストが上昇しましたが、費用の削減や販売価格の維持に

努めた結果、前年同期に比べ増収増益となりました。 

 

その他加工製品および関連事業部門のうち、容器部門では、夏場の天候不順や、い

わゆる「第三のビール」の出荷が増加した影響などによりビール需要が減少したため、

ビール用アルミ樽の販売は前年同期に比べ減少いたしました。 

景観製品部門は、公共事業の縮減が続く厳しい環境の中、アルミ可動式覆蓋、防護

柵、ろう付けハニカムパネルなどの拡販に注力し、売上高は前年同期を上回りました。 

 

以上の結果、加工製品・関連事業セグメントの売上高は、前年同期に比べ 109 億

17 百万円増の 1,260 億 20 百万円となりましたが、営業利益は前年同期に比べ 22 百

万円減の 71億 66百万円となりました。 
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【建材製品】 

住宅建材分野では、当中間期の新設住宅着工戸数が好調な貸家や分譲マンションに

支えられ前年同期比 3.8%増の 66万 5千戸となり、住宅サッシ需要の中心となる戸建

て住宅にも、持家を中心に回復の兆しが見られ始めました。また、ビル建材分野では、

非木造建築分野の着工床面積は、工場、倉庫等の建築物が堅調に推移し、前年同期と

比べ増加したものの、サッシ需要は前年並みの水準となりました。 

このような中で、住宅用建材、ビル用建材ともに、マーケットニーズに即応した商

品を市場投入し販売の拡大に注力する一方、品質・納期の改善、徹底した諸経費の削

減に努め、価格是正に取り組みました。 

しかしながら、価格是正に伴い選別受注を実施したこと、ビルの大型物件の売上計

上が減少したこと、価格是正効果が下期から本格化することなどにより、建材製品セ

グメントの売上高は、前年同期に比べ 9億 83百万円減の 785 億 74 百万円となり、採

算面におきましても、営業損益は前年同期に比べ 2億 59 百万円悪化の 12 億 77 百万

円の損失となりました。 

 

③ 当中間期の利益配分について 

当中間期での配当は、前中間期と同様に見送らせていただきました。株主の皆様

には、何卒ご了承下さいますようお願い申しあげます。 

なお、平成 19 年 3月期の期末配当金につきましては、既公表どおり 1株について

5円とさせていただく予定であります。 

当社は、引き続き全社一丸となって収益基盤の強化に努めてまいる所存でございま

すので、今後とも株主の皆様のご支援を賜りますようお願い申しあげます。 
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（２）通期（平成 19年 3月期）の業績見通し 

今後のわが国経済の見通しにつきましては、民間設備投資の増加や、企業収益およ

び雇用環境の改善を背景として、個人消費にも底堅さが見られるものの、原油・素材

価格の高騰や、米国および中国の金融引き締めによる景気減速などが懸念され、依然

として不透明な状況が続くものと思われます。 

アルミニウム業界におきましても、需要は堅調に推移すると見込まれるものの、主

原料であるアルミニウム地金をはじめとする原燃料、諸資材の価格高騰への対応を迫

られております。 

連結および単独の通期業績見通しにつきましては、このような状況と全般的には前

年同期比増収増益となりました上期の実績を踏まえて見直しを行い、平成 18年 5月 17

日に公表しました見通し数値を次のとおり変更いたしました。 

 

 

                                                               単位： 億円、（％） 

連結業績 

        今回見通し(A) 前回見通し(B) 差異(A-B) 前年度(C) 増減(A-C) 
売上高 6,050 6,000 ＋50 (＋0.8) 5,771 ＋279 (＋4.8) 

営業利益 295 285 ＋10 (＋3.5) 289 ＋6 (＋2.1) 

経常利益 230 220 ＋10 (＋4.5) 224 ＋6 (＋2.7) 

当期純利益 120 120 ―  97 ＋23 (＋23.7) 

 

単独業績 

        今回見通し(A) 前回見通し(B) 差異(A-B) 前年度(C) 増減(A-C) 
売上高 2,300 2,200 ＋100 (＋4.5) 2,028 ＋272 (＋13.4) 

営業利益 105 95 ＋10 (＋10.5) 85 ＋20 (＋23.5) 

経常利益 135 115 ＋20 (＋17.4) 111 ＋24 (＋21.6) 

当期純利益 95 85 ＋10 (＋11.8) 51 ＋44 (＋86.3) 

 

 

（注）業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、リスクや不確実性

を含んでおります。実際の業績は、様々な重要な要素により、これら業績見通しとは大きく

異なる結果となりうることをご承知おき下さい。 

実際の業績に影響を与える重要な要素には、当社およびグループ企業の事業領域を取り巻く

経済情勢、需要変動、為替変動などが含まれます。 
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（３）財政状態 

当社グループは、より健全で強固な経営体質にすることを狙いとした中期経営計画

の諸施策と並行し、財務体質改善のための有利子負債削減と自己資本の充実に注力し

ております。 

当中間期末の総資産は、現預金残高の増加や、期末日が休日であることに伴う受取

手形及び売掛金残高の増加等の影響により、前期末に比べて480億46百万円増の5,815

億 72 百万円となりました。負債は、同じく期末日が休日であることに伴う支払手形及

び買掛金残高の増加や、社債、借入金の増加の影響により、前期末に比べて 448 億 4

百万円増の 4,483 億 42 百万円となりました。また、純資産合計は、剰余金の配当 21

億 67 百万円がある一方、中間純利益を 47 億 79 百万円計上したことにより、32 億 42

百万円増（前期末の資本合計に少数株主持分を加算した金額との比較）の 1,332 億 30

百万円となりました。この結果、自己資本比率（中間期末純資産から少数株主持分を

控除したベース）は前期末の 23.6%から 22.2%となりました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは 79億 77 百万円の収入とな

りました。これは、税金等調整前中間純利益 111 億 31 百万円、減価償却費 85 億 68

百万円などの収入が、運転資金の増加、法人税等の支払などによる支出を上回ったこ

とによるものです。なお、営業活動によるキャッシュ・フロー収入は前年同期の 82

億 30百万円とほぼ同水準となっております。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期における投資活動によるキャッシュ・フローは 88億 56 百万円の支出とな

りました。これは、主として有形固定資産の取得による支出が 84億 44百万円あった

ことによるものです。なお、投資活動によるキャッシュ・フロー支出は前年同期の

83億 5百万円とほぼ同水準となっております。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期における財務活動によるキャッシュ・フローは 278 億 49 百万円の収入と

なりました。これは、配当金の支払 21億 57百万円があった一方、長短借入金が 191

億 92 百万円、社債が 110 億 83 百万円それぞれ純増したことによるものです。なお、

財務活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の 80 百万円の支出に対し、当中間

期は 278 億 49 百万円の収入となっておりますが、これは、長短借入金が 168 億 24

百万円、社債が 110 億 83 百万円それぞれ純増したことによるものです。 

 

これらの結果、連結ベースの現金及び現金同等物については、前期末に比べ 244 億

32 百万円（80.8%）増加の 546 億 70百万円となりました。 
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当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは、次のとおりであります。 

 

 平成 15年 3月期 平成 16年 3月期 平成 17年 3月期 平成 18年 3月期 平成 18 年 9月期 

自己資本比率 17.0% 19.7% 22.4% 23.6% 22.2%

時価ベースの 

自己資本比率 
11.0% 29.6% 29.4% 33.0% 27.7%

債務償還年数 7.6 年 9.8 年 6.4 年    7.7 年    ― 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
5.3 4.3 7.2 7.4 4.7

 

（注）自己資本比率： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後)により算出し

ております。 

※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッ

シュ・フローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されてい

る負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としております（ゼロ・クー

ポン円建転換社債型新株予約権付社債 301 億円を含む）。また、利息の支払額につ

きましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 
 

（４）事業等のリスク 

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社グループの財

政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものが

あり、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項であると考えております。 

 

① 経済情勢および景気動向等 
当社グループは、コモディティビジネスから脱却して経済情勢および景気動向に左

右されにくい強固で安定した経営基盤の構築を目指して事業運営をしておりますが、

当社グループの製品需要は販売している国・地域の経済情勢および景気動向の影響を

免れるものではなく、特に日本国内の景気後退による需要の縮小、あるいは顧客ニー

ズの大幅な変化は、販売減少等により当社グループの財政状態および経営成績等に影

響を及ぼす可能性があります。また、住宅取得に係る税制優遇措置の改廃、公共事業

の縮小等は、当社グループの建材製品等の販売に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 為替相場の変動 
当社グループの外貨建ての売上、費用、資産、負債等の項目は、連結財務諸表作成

のために邦貨換算しており、換算時の為替相場により現地通貨ベースの価値に変動が

なくても邦貨換算後の価値に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループは、
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為替変動が財政状態および経営成績等に及ぼす影響を軽減するために、外貨建ての資

産・負債の一部について先物為替予約によりヘッジを実施しておりますが、為替変動

が当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ 金利動向 

当社グループの金融機関等からの借り入れには変動金利によるものが含まれてお

り、これに係る支払利息は金利変動により影響を受けます。当社グループは、金利変

動が財政状態および経営成績等に及ぼす影響を軽減するために、変動金利の借り入れ

の一部について金利スワップ契約によりヘッジを実施しておりますが、金利変動が当

社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

④ 商品市況変動等 

当社グループは、主要原材料であるアルミニウム地金を海外および国内（自社生産

を含む）から調達しております。アルミニウム地金の価格変動に対しては長期契約や

先渡取引によりヘッジを実施しており、基本的に価格変動部分は製品価格に転嫁して

おります。また、重油等の燃料価格や補助原材料の価格、原材料等を輸入する際の船

賃等の仕入に係る価格変動につきましても、価格上昇を当社グループの製品価格に転

嫁することを基本としております。しかしながら、価格上昇の製品コストへの影響を

完全に排除できるわけではなく、特に最終ユーザーに近い加工製品等につきましては、

アルミニウム地金価格の上昇分等を直接製品価格に転嫁することが困難となる場合

があります。当社グループは商品市況変動等が財政状態および経営成績等に及ぼす影

響を軽減するため、コスト削減およびより高付加価値の製品への転換等により対処を

図っておりますが、商品市況変動等が当社グループの財政状態および経営成績等に影

響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤ 事故・自然災害 

火災、地震、水災、停電等の災害を想定して、近隣まで含めた災害発生時の対処、

復旧計画、各種損害保険加入による対策、データのバックアップ体制等につきまして、

製造設備関連のみならず情報システム関連につきましても訓練・点検等を実施し、定

期的に内容の見直しを行っておりますが、災害発生により損害を被る可能性がありま

す。 

当社グループの事業所が比較的多く存在している東海地方に関しては、かねてより

大地震発生の可能性が言及されており、当社グループとしても、保険による財務的リ

スクの移転、製造現場での防災対策等、重点的に対処しておりますが、これらの対策

によって、大地震発生による損害を充分にカバーできるという保証はありません。 

 

⑥ 公的規制 

当社グループは、日本国内のみならず事業展開する各国において、事業の許認可、

国家安全保障、独占禁止、通商、為替、租税、特許、環境等、様々な公的規制を受け

ております。当社グループは、これらの公的規制の遵守に努めておりますが、将来、
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コストの増加につながるような公的規制や、当社グループの営む各事業の継続に影響

を及ぼすような公的規制が課せられる場合には、当社グループの財政状態および経営

成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 係争事件等 

現在、当社グループの財政状態および経営成績等に重大な影響を及ぼす可能性のあ

る係争事件等はありませんが、広範な事業活動の中で、今後そのような係争事件等が

発生する可能性は皆無ではありません。 

 

⑧ 債務保証等 

当社グループは、投資先の借入金等に対しての債務保証契約等を金融機関等との間

で締結しております。当社グループでは、債務保証等の履行を要求される可能性は僅

少であると判断しておりますが、将来、債務保証等の履行を求められる状況が発生し

た場合には、当社グループの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

 

⑨ 製品の欠陥 

当社グループは、日本国内および事業展開する各国において認められている品質管

理基準に従って製品を製造しておりますが、将来にわたって全ての製品に欠陥が無く、

製造物賠償責任請求およびリコール等に伴う費用が発生しないという保証はありま

せん。当社グループは、製造物賠償責任請求につきましては保険に加入しております

が、最終的に負担する賠償額を全て賄えるという保証はなく、製品の欠陥が当社グル

ープの財政状態および経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑩ 新商品開発 

当社グループは新商品開発にあたりまして、対象とする市場分野を慎重に選択した

うえで、人的・物的資源を効果的・効率的に投入することに注力しておりますが、必

ずしも投入した資源に見合うだけの付加価値を生む新商品を継続的に開発できると

いう保証はありません。 

 

なお、現時点では予測できない上記以外の事象により、当社グループの経営成績お

よび財政状態が影響を受ける可能性があります。 
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

（ 資 産 の 部 ）

 流 動 資 産 343,114 294,331 48,783 288,890

現 金 及 び 預 金 54,998 28,122 26,876 29,671

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 185,864 172,100 13,764 166,071

た な 卸 資 産 84,993 76,020 8,973 76,338

そ の 他 20,013 20,372 △ 359 19,799

貸 倒 引 当 金 △ 2,754 △ 2,283 △ 471 △ 2,989

 固 定 資 産 238,458 239,195 △ 737 235,307

 有形固定資産 184,913 185,005 △ 92 184,500

建 物 及 び 構 築 物 62,785 62,488 297 63,496

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 46,849 46,611 238 45,599

工 具 器 具 備 品 7,675 7,187 488 7,176

土 地 64,750 64,890 △ 140 65,059

建 設 仮 勘 定 2,854 3,829 △ 975 3,170

 無形固定資産 5,571 5,261 310 4,920

の れ ん 1,010 1,010

連 結 調 整 勘 定 948 △ 948 981

そ の 他 4,561 4,313 248 3,939

 投資その他の資産 47,974 48,929 △ 955 45,887

投 資 有 価 証 券 34,641 35,346 △ 705 32,262

そ の 他 15,989 16,203 △ 214 16,654

貸 倒 引 当 金 △ 2,656 △ 2,620 △ 36 △ 3,029

資 産 合 計 581,572 533,526 48,046 524,197

　比　較　連　結　貸　借　対　照　表　

（△印減少）

比 較 増 減前連結会計年度

（平成18年3月31日）

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日）

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日）科　　　目

－

－ －
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

（ 負 債 の 部 ）

 流 動 負 債 286,236 281,505 4,731 269,711

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 127,735 112,362 15,373 105,642

短 期 借 入 金 113,028 114,634 △ 1,606 112,324

一 年 内 償 還 社 債 707 9,000 △ 8,293 9,000

そ の 他 44,766 45,509 △ 743 42,745

 固 定 負 債 162,106 122,033 40,073 131,737

社 債 30,126 10,705 19,421 10,679

長 期 借 入 金 93,332 72,510 20,822 84,728

退 職 給 付 引 当 金 27,925 27,829 96 27,402

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 960 1,186 △ 226 1,082

そ の 他 9,763 9,803 △ 40 7,846

負 債 合 計 448,342 403,538 44,804 401,448

（ 少数株主持分 ）

少 数 株 主 持 分 3,994 4,105

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 39,085 39,085

資 本 剰 余 金 24,569 24,569

利 益 剰 余 金 56,385 51,114

土 地 再 評 価 差 額 金 145 145

その他有価証券評価差額金 5,629 4,026

為 替 換 算 調 整 勘 定 501 △ 14

自 己 株 式 △ 320 △ 281

資 本 合 計 125,994 118,644

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

533,526 524,197

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日）

前連結会計年度

（平成18年3月31日）

比 較 増 減

（△印減少）科　　　目

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

（ 純 資 産 の 部 ）

 株 主 資 本 122,245

資 本 金 39,085

資 本 剰 余 金 24,569

利 益 剰 余 金 58,952

自 己 株 式 △ 361

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 6,912

その他有価証券評価差額金 5,317

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 586

土 地 再 評 価 差 額 金 145

為 替 換 算 調 整 勘 定 864

 少 数 株 主 持 分 4,073

純 資 産 合 計 133,230

負 債 純 資 産 合 計 581,572

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日）

前連結会計年度

（平成18年3月31日）

比 較 増 減

（△印減少）科　　　目

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

297,332 275,075 22,257 577,061

238,294 219,238 19,056 460,983

59,038 55,837 3,201 116,078

44,648 42,845 1,803 87,155

14,390 12,992 1,398 28,923

1,338 1,585 △ 247 3,170

64 38 26 87

195 145 50 231

345 430 △ 85 792

178 187 △ 9 395

556 785 △ 229 1,665

4,348 4,745 △ 397 9,740

1,745 1,827 △ 82 3,554

74 241 △ 167 241

1,069 1,065 4 2,132

1,460 1,612 △ 152 3,813

11,380 9,832 1,548 22,353

142 141 1 298

142 141 1 298

391 391 3,033

391 391

1,964

1,069

11,131 9,973 1,158 19,618

6,310 4,252 2,058 8,589

△ 268 1,137 △ 1,405 939

310 171 139 406

4,779 4,413 366 9,684

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

減 損 損 失

営 業 利 益

持 分 法 に よ る 投 資 損 失

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

経 常 利 益

固 定 資 産 除 却 損

課 徴 金

売 上 総 利 益

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

営 業 外 費 用

賃 貸 料

受 取 配 当 金

受 取 技 術 料

至平成18年9月30日

税金等調整前中間(当期)純利益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

そ の 他 の 営 業 外 費 用

特 別 利 益

過 年 度 退 職 給 付 費 用

売 上 高

売 上 原 価

受 取 利 息

前 連 結当 中 間

自平成18年4月 1日

前 中 間

自平成17年4月 1日

連 結 会 計 期 間

至平成17年9月30日

会 計 年 度

　比　較　連　結　損　益　計　算　書　

自平成17年4月 1日
至平成18年3月31日

連 結 会 計 期 間 比 較 増 減
科　　　　　目 （△印減少）

－

－

－

－

－－

－

－

－
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日軽金（連結）

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） （単位：百万円）

資本金
資本
剰余金

利益
剰余金

自己株式
株主資本
合計

平成18年3月31日残高 39,085 24,569 56,385 △ 320 119,719

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注） △ 2,167 △ 2,167

役員賞与（注） △ 45 △ 45

中間純利益 4,779 4,779

自己株式の取得 △ 41 △ 41

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

中間連結会計期間中の変動額合計 2,567 △ 41 2,526

平成18年9月30日残高 39,085 24,569 58,952 △ 361 122,245

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等
合計

平成18年3月31日残高 5,629 145 501 6,275 3,994 129,988

中間連結会計期間中の変動額

剰余金の配当（注） △ 2,167

役員賞与（注） △ 45

中間純利益 4,779

自己株式の取得 △ 41

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額）

△ 312 586 363 637 79 716

中間連結会計期間中の変動額合計 △ 312 586 363 637 79 3,242

平成18年9月30日残高 5,317 586 145 864 6,912 4,073 133,230

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

　連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書　

純資産
合計

少数株主
持分

株主資本

評価・換算差額等

－ －

－

－

－
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

24,569 24,569

24,569 24,569

48,651 48,651

4,413 9,684

4,413 9,684

1,950 1,950

1,897 1,897

53 53

51,114 56,385

利 益 剰 余 金 期 首 残 高

利 益 剰 余 金 増 加 高

（ 利 益 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

至平成18年3月31日

連 結 会 計 期 間

（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

会 計 年 度

　比　較　連　結　剰　余　金　計　算　書　

自平成17年4月 1日

前 連 結前 中 間

科　　　　　目

利 益 剰 余 金 中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

配 当 金

利 益 剰 余 金 減 少 高

役 員 賞 与
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日軽金（連結）

（単位：百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益

減 価 償 却 費

固 定 資 産 売 却 益 △ △ △ △

固 定 資 産 除 却 損

減 損 損 失

課 徴 金

退職給付引当金の増減額(減少:△) △

支 払 利 息 △

持分法による投資損益 (利益：△ ) △

売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ △

た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △ △ △ △

仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △

そ の 他 △ △ △

小　　　　　　計

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額 △ △ △

課 徴 金 の 支 払 額 △ △

法 人 税 等 の 支 払 額 △ △ △ △

営業活動によるキャッシュ・フロー △

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ △ △ △

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 △

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ △ △

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

新規連結子会社の取得による収入 △

連 結 の 範 囲 の 変 更 を 伴 う
子 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 支 出

そ の 他 △ △ △

投資活動によるキャッシュ・フロー △ △ △ △

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 (減少：△ ) △

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ △ △

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ △

配 当 金 の 支 払 額 △ △ △ △

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ △ △

そ の 他 △ △ △

財務活動によるキャッシュ・フロー △ △

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ △

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 △

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高

367

109

1,061

253

△

77

24,283

3,765

1,325

30,333

2,637

876

2,965

2,716

198

261

9,862

170

19,724

14,946

645

551

747

33,851 18,520

17,186

717

8,856

38,522

437

3,629

274

8,551

26,779

17,315

2,189

306

176

18,252

1,069

6,967

580

241

3,554

1,197

前 連 結

自平成17年4月 1日

至平成18年3月31日

19,618

会 計 年 度

1,964

298

54,670

4

26,974

27,696

8,444

249

328

1,712

6,212

16,634

1,061

77

338

14,643

8,107

17,878

1,745

74

8,568

142

391

当 中 間

自平成18年4月 1日

至平成18年9月30日

11,131

連 結 会 計 期 間

241

9,165

785

前 中 間

自平成17年4月 1日

至平成17年9月30日

9,973

連 結 会 計 期 間

8,431

（△印減少）

1,158

137

比 較 増 減

141 1

391

30,238

95

60

876

8,305

1,034

80

342

213

30,333

708

82

167

3,643

23,808

15,331

24,432

27,929

2,240

9,000

27,696

342

24,463

32,027

　比 較 連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書　

56

27,069

2,637

264

119

16746

1,893

27,849

2,157

9,000

223

1,893

1,827

72

3

164

311

876

140

172

5,539

8,230

科　　　　　　目

8,755

15,309

251

1,791

4,464

6,405

4,103

79

673

20,083 20,083

21

7,977

24

8

287

－

－ －

－ －

－ － －

－

－ － －

－

－

－

－

－ －
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日軽金（連結） 
（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数    １０７社（主要会社名は２頁に記載しております。） 

（新規） なし 

（除外）アルキャン・ニッケイ・チャイナ・リミテッド、㈱天王洲ケンソウ、東洋アルミホイルプロ

ダクツ㈱、ニッケイ・ホンコン・アルミニウム・リミテッド 

なお、㈱日軽分析センターは、当中間連結会計期間において清算結了したため、連結の範囲から

除外しておりますが、除外までの期間の損益及び剰余金ならびにキャッシュ・フローは中間連結損

益計算書、中間連結株主資本等変動計算書ならびに中間連結キャッシュ・フロー計算書に含まれて

いるため、上記１０７社に含めております。また、東洋アルミホイルプロダクツ㈱は、当中間連結

会計期間の期首において東洋エコー㈱が吸収合併したため、期首より連結の範囲から除外しており

ます。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用関連会社数 ２３社（主要会社名は２頁に記載しております。） 

（新規） なし 

（除外）東海アルミ箔㈱ 

なお、アマルガメイテッド・アルミニウム・アンド・アロイズ・スンドリアン・ベルハッドは、

当中間連結会計期間において当社が同社株式を売却したため、持分法の適用の範囲から除外してお

りますが、除外までの期間の損益及び剰余金は中間連結損益計算書及び中間連結株主資本等変動計

算書に含まれているため、上記２３社に含めております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。 

中間決算日が６月３０日の連結子会社 

華日軽金（深圳）有限公司、タイ・ニッケイ・トレーディング・カンパニー・リミテッド、

トーヤル・アメリカ・インコーポレイテッド 

中間決算日が７月３１日の連結子会社 

㈱日伸 

中間連結財務諸表の作成に当たり、トーヤル・アメリカ・インコーポレイテッドについては中間

連結決算日現在で実施した仮決算に基づく中間財務諸表を使用しております。また、華日軽金（深

圳）有限公司及びタイ・ニッケイ・トレーディング・カンパニー・リミテッドならびに㈱日伸につ

いては、各連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。ただし、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

  ①有価証券 

   満期保有目的の債券 償却原価法（定額法） 

   その他有価証券 

    時価のあるもの  中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

             （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により 

              算定しております。） 

    時価のないもの  移動平均法に基づく原価法 

  ②デリバティブ    時価法 

  ③たな卸資産     主として移動平均法に基づく原価法 
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日軽金（連結） 
(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ①有形固定資産    主として定額法 

              なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

               建物及び構築物   ２～６０年 

               機械装置及び運搬具 ２～２２年 

 

  ②無形固定資産    定額法 

              なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 

             （５年以内）に基づく定額法を採用しております。 

 

(３)重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。 

 

(４)重要な引当金の計上基準 

  ①貸 倒 引 当 金   債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

            貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込 

            額を計上しております。 

  ②退職給付引当金   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び 

            年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認め 

            られる額を計上しております。 

             なお、会計基準変更時差異のうち、一括費用処理した早期退職優遇措置による 

            退職者等に係る額以外を１２年により按分して、過年度退職給付費用として営業 

            外費用に計上しております。 

             また、数理計算上の差異のうち、一括費用処理した早期退職優遇措置による退 

            職者等に係る額以外を、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務 

            期間以内の一定の年数（主として１２年）による定率法により、それぞれ発生の 

            翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

  ③役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当 

            中間連結会計期間末の要支給額を計上しております。 

             

(５)重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 

  通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理しております。 

 

(６)重要なヘッジ会計の方法 

  ①ヘッジ会計の方法 

    繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処 

   理を行っております。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行 

   っております。 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

   (通貨関連)  

    ヘッジ手段…為替予約取引 

    ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引 

   (金利関連) 

    ヘッジ手段…金利スワップ取引 

    ヘッジ対象…借入金の支払金利 

   (商品関連) 

    ヘッジ手段…アルミニウム地金先渡取引 

    ヘッジ対象…アルミニウム地金の販売及び購入取引 
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日軽金（連結） 
  ③ヘッジ方針 

    将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金の価格変動リスク等、様々な 

   市場リスクの回避を目的として行っております。 

 

  ④ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続し 

   て､相場変動またはキャッシュ･フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されるため、ヘッ 

   ジ有効性の判定は省略しております。 

 

(７)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項  

  ①消費税等の会計処理の方法 

    税抜方式によっております。 

  ②中間連結会計期間における税額計算の方法 

    中間連結会計期間を一連結会計年度とみなして計算した額を計上しております。 

  ③連結納税制度 

    連結納税制度を適用しております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出可 

  能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 

  ３ヵ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 
 
（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５

号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は128,571百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。 

 

 企業結合に係る会計基準及び事業分離等に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成17年12月27日）ならびに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成17年12

月27日）を適用しております。 

 

金融商品に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号 平成 18 年８月 11

日）を適用しております。 

これにより、従来「固定負債（その他）」に計上しておりました社債発行差金は「社債」に含めて計

上しております。 

なお、これに伴う損益への影響はありません。 

 

役員賞与に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年 11 月 29

日）を適用しております。 

これにより営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、それぞれ23百万円減少しておりま

す。 
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（中間連結貸借対照表に関する注記）

 当中間連結会計期間末 　　前連結会計年度 前中間連結会計期間末
  (平成18年9月30日)    (平成18年3月31日)   (平成17年9月30日)

１. 有形固定資産の減価償却累計額 318,573 百万円 321,135 百万円 317,869 百万円
　

２. 担保資産及び担保付債務

　　　担  保  資  産
有 形 固 定 資 産 105,246 百万円 104,968 百万円 105,448 百万円
そ の 他 428 百万円 385 百万円 378 百万円

　　　担 保 付 債 務
借 入 金 44,061 百万円 74,995 百万円 88,229 百万円
一 年 内 償 還 社 債         － 百万円 9,000 百万円 9,000 百万円
流 動 負 債 「 そ の 他 」 18 百万円 17 百万円 16 百万円
固 定 負 債 「 そ の 他 」 939 百万円 948 百万円 957 百万円

３. 偶発債務

債 務 保 証 12,510 百万円 13,310 百万円 14,963 百万円
( う ち 共 同 保 証 に

よ る 実 質 他 社 負 担 額 )

保 証 類 似 行 為 881 百万円 1,519 百万円 1,239 百万円

４. 手形割引高及び裏書譲渡高
受 取 手 形 割 引 高 1,597 百万円 1,957 百万円 1,646 百万円
受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高         － 百万円 11 百万円          － 百万円

５. 中間連結会計期間末日満期手形
　中間連結会計期間末日の満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当中間連結会計期間の末日は金融機関の休日であったため､次の満期手形が中間連結会計期間末日の残高に含まれて
おります。

受 取 手 形 7,089 百万円
支 払 手 形 9,330 百万円

６. 土地再評価差額金
　前中間連結会計期間において持分法適用関連会社より連結子会社となった東海アルミ箔株式会社が、平成12年３月31日に
「土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律　第34号）｣に基づき、事業用の土地の再評価を行っております。
純資産の部に「土地再評価差額金｣として計上しております145百万円は､同社の土地再評価差額から評価差額に係る税効果相
当額を控除し、さらに再評価実施時の当社持分比率を乗じた金額であります。

（中間連結損益計算書に関する注記）

１. 減損損失

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　当連結会計年度において当社グループは、減損損失を特別損失として1,964百万円計上しておりますが、そのうち、重要な
ものは以下のとおりであります。

場　　　所

静岡県静岡市

　静岡県静岡市にある薄板連続鋳造設備については、当初の利益計画と実績に乖離があることから､減損の兆候が認められる
と判断し、減損損失の認識の判定をしたうえ、減損損失を1,715百万円計上しております。
　当資産の回収可能価額の算定方法については使用価値により測定しており、将来キャッシュ･フローを５％で割り引いて算
定しております。
　なお、資産のグルーピングは、事業用資産についてはキャッシュ･フローを生み出す独立した事業部門単位毎に、また賃貸
資産についてはその管理事業所単位毎、遊休資産については物件単位毎にグルーピングを実施しております。

薄板連続鋳造設備

用　　　途 種　類

リース資産

( 3,322 百万円）( 3,012 百万円） ( 3,207 百万円）
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（中間連結株主資本等変動計算書に関する注記）

当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至平成18年９月30日）

１. 発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

 発行済株式

   普通株式 543,350          －          － 543,350

 　　合計 543,350          －          － 543,350

 自己株式

 　普通株式(注) 1,723 138          － 1,861

 　　合計 1,723 138          － 1,861

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加138千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

２. 配当に関する事項

配当金支払額

決議 効力発生日

平成18年６月29日
定時株主総会

平成18年６月29日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

１. 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高と中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)に掲記されている科目の金額との関係

(単位:百万円) 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成18年4月 1日 自 平成17年4月 1日 自 平成17年4月 1日
至 平成18年9月30日 至 平成17年9月30日 至 平成18年3月31日

現金及び預金勘定 54,998 29,671 28,122
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △ 328 △ 433 △ 426
流動資産｢その他｣勘定に含まれる現金同等物          －　 1,000          －　
現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 54,670 30,238 27,696

２. 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度（自　平成17年４月１日　至平成18年３月31日）

　株式の取得により､新たに東海アルミ箔株式会社及びその子会社４社を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内
訳ならびに株式の取得価額と取得に伴う収入（純額）との関係は次のとおりであります。

東海アルミ箔グループ５社（平成17年５月１日現在）

(単位:百万円) 
　　流動資産 8,369
　　固定資産 4,579
　　連結調整勘定 1,280
　　流動負債 △ 6,125
　　固定負債 △ 7,057
　　少数株主持分 △ 4
　　小計 1,042

　　支配獲得時までの持分法適用後の
　　連結貸借対照表計上額
　　小計:東海アルミ箔グループ５社の 1,300
　　当連結会計年度の取得価額

　　東海アルミ箔グループ５社の現金
　　及び現金同等物
　　差引:東海アルミ箔グループ５社の 876
　　取得に伴う収入

前連結会計
年度末株式数

当中間連結会計
期間末株式数

当中間連結会計
期間減少株式数

当中間連結会計
期間増加株式数

△ 258

2,176

株式の種類 配当金の総額

普通株式 2,167百万円

1株当たり配当額

４円00銭

基準日

平成18年３月31日
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１８年４月１日　至平成１８年９月３０日） （単位：百万円）　

 アルミナ･

 化成品、 板、押出  加工製品、建　　材 消去又は
 地　金 製　　品 関連事業 製　　品 計 全　　社 連　　結

(1) 外部顧客に対する売上高 54,698 38,040 126,020 78,574 297,332 297,332

(2) セグメント間の

　内部売上高又は振替高 43,795 15,679 8,545 2,134 70,153 (70,153)

計 98,493 53,719 134,565 80,708 367,485 (70,153) 297,332

92,079 50,350 127,399 81,985 351,813 (68,871) 282,942

営業利益(△は営業損失) 6,414 3,369 7,166 △ 1,277 15,672 (1,282) 14,390

前中間連結会計期間（自平成１７年４月１日　至平成１７年９月３０日） （単位：百万円）　

 アルミナ･

 化成品、 板、押出  加工製品、建　　材 消去又は
 地　金 製　　品 関連事業 製　　品 計 全　　社 連　　結

(1) 外部顧客に対する売上高 46,417 33,998 115,103 79,557 275,075 275,075

(2) セグメント間の

　内部売上高又は振替高 31,099 12,413 8,957 1,998 54,467 (54,467)

計 77,516 46,411 124,060 81,555 329,542 (54,467) 275,075

72,450 43,274 116,872 82,573 315,169 (53,086) 262,083

営業利益(△は営業損失) 5,066 3,137 7,188 △ 1,018 14,373 (1,381) 12,992

前連結会計年度（自平成１７年４月１日　至平成１８年３月３１日） （単位：百万円）　

 アルミナ･

 化成品、 板、押出  加工製品、建　　材 消去又は
 地　金 製　　品 関連事業 製　　品 計 全　　社 連　　結

(1) 外部顧客に対する売上高 97,077 70,714 238,422 170,848 577,061 577,061

(2) セグメント間の

　内部売上高又は振替高 67,754 26,503 17,792 4,295 116,344 (116,344)

計 164,831 97,217 256,214 175,143 693,405 (116,344) 577,061

155,191 90,782 240,366 175,306 661,645 (113,507) 548,138

営業利益(△は営業損失) 9,640 6,435 15,848 △ 163 31,760 (2,837) 28,923

売 上 高

売 上 高

営 業 費 用

営 業 費 用

売 上 高

営 業 費 用
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日軽金（連結）

（注）1.事業区分の方法

当社の事業区分の方法は、アルミニウムに関する製品の種類・性質・製造形態を考慮して区分しております。

（注）2.各事業区分の主要製品

 アルミナ・化成品、地金  アルミナ、水酸化アルミニウム、各種化学品、アルミニウム地金・合金

 板、押出製品  アルミニウム板、アルミニウム押出製品

 電子材料、産業部品、景観関連製品、冷凍・冷蔵庫用パネル、箔、パウダー・ペースト、

 輸送関連製品等のアルミニウム加工製品、炭素製品、運送、情報処理、保険代理、リ－ス

 建材製品  ビル用建材、店舗用建材、住宅用建材

（注）3.　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当中間連結会計期間 1,282

百万円、前中間連結会計期間 1,325百万円、前連結会計年度 2,830百万円であります。その主なものは親

会社の本社の総務、人事、経理等の管理部門に係る費用であります。

（注）4.中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　当中間連結会計期間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を

適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「加工製品、関連事業」の営業利益が

23百万円減少しております。

２．所在地別セグメント情報

　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占

める「日本」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

３．海外売上高

　当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の10％未

満のため、海外売上高の記載を省略しております。

（リース取引に関する注記）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

主　　要　　製　　品

 加工製品、関連事業

事業区分　
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日軽金(連結)
(有価証券に関する注記）

１．その他有価証券で時価のあるもの

(単位：百万円)

取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額 取得原価
連　　結
貸借対照
表計上額

差　　額 取得原価
中間連結
貸借対照
表計上額

差　　額

（1）株式 3,947 12,803 8,856 3,924 13,287 9,363 3,700 10,448 6,748

合計 3,947 12,803 8,856 3,924 13,287 9,363 3,700 10,448 6,748

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額

(単位：百万円)

(1)満期保有目的の債券

　　非公募内国債券 94 105 117

(2)その他有価証券

　　非上場株式 11,213 11,217 11,504

　　その他 83 81 75

合計 11,390 11,403 11,696

(デリバティブ取引に関する注記）

　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

当中間連結会計期間末 前連結会計年度 前中間連結会計期間末

中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額

（平成18年9月30日） （平成18年3月31日） （平成17年9月30日）

（平成18年9月30日）

当中間連結会計期間末

（平成17年9月30日）

前連結会計年度 前中間連結会計期間末

（平成18年3月31日）
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平成 19 年 3 月期  個別中間財務諸表の概要           平成 18 年 11 月 17 日 
 

上 場 会 社 名        日本軽金属株式会社 上場取引所 東 大 名 福 札 
コ ー ド 番 号         5701  本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.nikkeikin.co.jp ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 佐藤 薫郷 
問合せ先責任者 役職名 広報・ＩＲ室長  氏名 野中 由憲      ＴＥＬ (03)5461－9333 
中間決算取締役会開催日 平成 18 年 11 月 17 日       配当支払開始日   平成 －年 －月 －日 
単元株制度採用の有無             有(１単元 1,000 株) 
 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1) 経営成績 (百万円未満は切り捨て) 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円     ％ 百万円     ％   百万円      ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

117,368     21.1
96,917    △0.1

6,499     35.2
4,805     16.5

9,977     19.5
8,346     35.5

18 年 3 月期 202,763         8,457         11,102         
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円     ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

7,401     18.5
6,243    22.5

13.66 
         11.52 

18 年 3 月期 5,089 9.39 

 
 

(注)①期中平均株式数 18 年 9 月中間期 541,716,074 株 17 年 9 月中間期 541,989,240 株 18 年 3 月期 541,906,806 株 
   ②会計処理の方法の変更   無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

  
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

311,909 
276,185 

99,284 
94,206 

31.8 
34.1 

183.30 
173.84 

18 年 3 月期 277,919 93,535 33.7 172.64 

(注)①期末発行済株式数 18 年 9 月中間期 543,350,370 株  17 年 9 月中間期 543,350,370 株 18 年 3 月期 543,350,370 株 
  ②期末自己株式数  18 年 9 月中間期 1,706,893 株  17 年 9 月中間期 1,444,130 株 18 年 3 月期 1,568,496 株 

 
２．19 年 3月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1 日～平成 19 年 3 月 31 日) 

 
売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 230,000 13,500 9,500 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  17 円 54 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 

18 年 3 月期 ― 4.00 4.00 

19 年 3 月期（実績） ― ― 

19 年 3 月期（予想） ― 5.00 
5.00 

 

※ 上記予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、今後様々な

要因により予想数値と異なる可能性があります。 
なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料の 9ページをご参照下さい。 
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日軽金(単独)

(単位:百万円)

   ( 資 産 の 部 ）

 流 動 資 産 147,370 113,553 33,817 111,155

現 金 及 び 預 金 24,525 3,427 21,097 8,527
受 取 手 形 9,687 9,863  △ 175 10,331
売 掛 金 72,414 57,662 14,752 51,781
た な 卸 資 産 24,242 23,403 839 20,295
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 8,349 9,743  △ 1,394 12,157
そ の 他 13,634 16,208  △ 2,573 13,623
貸 倒 引 当 金  △ 5,484  △ 6,756 1,272  △ 5,561

 固 定 資 産 164,539 164,366 172 165,029

 有 形 固 定 資 産 77,590 78,278  △ 687 77,525

建 物 16,720 16,897  △ 177 17,212
機 械 装 置 22,066 21,496 569 21,085
土 地 24,671 24,797  △ 125 24,798
そ の 他 14,131 15,086  △ 954 14,429

 無 形 固 定 資 産 813 797 16 768

 投資その他の資産 86,135 85,291 844 86,734

投 資 有 価 証 券 16,200 16,229  △ 29 15,363
関 係 会 社 株 式 66,965 67,058  △ 92 68,038
そ の 他 6,977 4,944 2,033 5,364
投 資 損 失 引 当 金  △ 1,450  △ 1,490 40  △ 1,200
貸 倒 引 当 金  △ 2,557  △ 1,450  △ 1,107  △ 831

資 産 合 計 311,909 277,919 33,990 276,185

　比　較　貸　借　対　照　表　

当 中 間 期 前     期 増     減 前年中間期科         目
(平成17年9月30日)(△印減少)(平成18年3月31日)(平成18年9月30日)
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日軽金(単独)

(単位:百万円)

  （ 負 債 の 部 ）

 流 動 負 債 115,791 121,368  △ 5,576 114,295

支 払 手 形 5,015 3,599 1,416 4,177
買 掛 金 33,373 30,118 3,255 26,432
短 期 借 入 金 60,767 60,319 448 59,765
一 年 内 償 還 社 債         － 9,000  △ 9,000 9,000
そ の 他 16,634 18,331  △ 1,696 14,920

 固 定 負 債 96,834 63,016 33,817 67,683

社 債 30,126 10,000 20,126 10,000
長 期 借 入 金 58,768 44,707 14,060 49,365
退 職 給 付 引 当 金 6,079 6,320  △ 241 6,269
そ の 他 1,860 1,988  △ 127 2,048

負 債 合 計 212,625 184,384 28,240 181,979

  （ 資 本 の 部 ）

 資   本   金         － 39,084         － 39,084

資 本 金         － 39,084         － 39,084

 資本剰余金         － 36,891         － 36,891

資 本 準 備 金         － 26,891         － 26,891
そ の 他 資 本 剰 余 金         － 10,000         － 10,000

 利益剰余金         － 15,628         － 16,781

中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益         － 15,628         － 16,781

 その他有価証券評価差額金         － 2,230         － 1,709

 自 己 株 式         －  △ 300         －  △ 260

資 本 合 計         － 93,535         － 94,206

負 債 資 本 合 計         － 277,919         － 276,185

科         目
(平成17年9月30日)(△印減少)(平成18年3月31日)(平成18年9月30日)

当 中 間 期 前     期 増     減 前年中間期
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日軽金(単独)

(単位:百万円)

（ 純 資 産 の 部 ）

 株 主 資 本 96,496         －         －         －

 資　 本   金 39,084         －         －         －

 資本剰余金 36,891         －         －         －

資 本 剰 余 金 26,891         －         －         －
そ の 他 資 本 剰 余 金 10,000         －         －         －

 利益剰余金 20,862         －         －         －

そ の 他 利 益 剰 余 金 20,862         －         －         －

繰 越 利 益 剰 余 金 20,862         －         －         －

 自 己 株 式 △ 342         －         －         －

 評 価 ・ 換 算 差 額 等 2,787         －         －         －

その他有価証券評価差額金 2,215         －         －         －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 572         －         －         －

純 資 産 合 計 99,284         －         －         －

負 債 純 資 産 合 計 311,909         －         －         －

科         目 当 中 間 期 前     期 増     減
(平成18年9月30日)

前年中間期
(平成17年9月30日)(△印減少)(平成18年3月31日)
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日軽金(単独)

（単位：百万円）

117,368 96,917 20,451 202,763

103,757 85,686 18,071 180,409

13,611 11,231 2,379 22,354

7,111 6,425 686 13,896

6,499 4,805 1,693 8,457

6,234 6,111 123 8,261

4,305 4,303 2 4,598
1,928 1,807 121 3,662

2,756 2,570 185 5,616

895 951 △ 55 1,819
1,860 1,619 241 3,797

9,977 8,346 1,631 11,102

472 570 △ 98 727

330 430 △ 100 430
142 140 1 297

390          － 390 2,942

390          － 390          －
         －          －          － 1,970
         －          －          － 972

10,058 8,916 1,141 8,887

2,587 1,320 1,266 2,174
70 1,353 △ 1,283 1,623

7,401 6,243 1,158 5,089

         － 10,538          － 10,538

         － 16,781          － 15,628中 間 （ 当 期 ） 未 処 分 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

法人 税 、 住 民 税及 び事 業税
法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

税 引 前 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

関 係 会 社 株 式 評 価 損

支 払 利 息
そ の 他 の 営 業 外 費 用

経 常 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

特 別 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他 の 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

至平成17年9月30日

増　　　　減
（△印減少）自平成18年4月 1日

売 上 原 価

至平成18年9月30日

当  中  間  期

売 上 高

　比　較　損　益　計　算　書　

自平成17年4月 1日

前 年 中 間 期

至平成18年3月31日

科　　　　　　目

前　　　　期

自平成17年4月 1日
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日軽金（単独）

当中間期（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日） （単位：百万円）

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 39,084 26,891 10,000 36,891 15,628 15,628 △ 300 91,304

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注） △ 2,167 △ 2,167 △ 2,167

中間純利益 7,401 7,401 7,401

自己株式の取得 △ 41 △ 41

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

中間会計期間中の変動額合計 5,234 5,234 △ 41 5,192

平成18年9月30日残高 39,084 26,891 10,000 36,891 20,862 20,862 △ 342 96,496

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年3月31日残高 2,230 2,230 93,535

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当（注） △ 2,167

中間純利益 7,401

自己株式の取得 △ 41

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額）

△ 15 572 556 556

中間会計期間中の変動額合計 △ 15 572 556 5,749

平成18年9月30日残高 2,215 572 2,787 99,284

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

株主資本

自己株式
株主資本
合計

　株 主 資 本 等 変 動 計 算 書　

利益剰余金

利益
剰余金
合計

純資産
合計

資本金

資本剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

評価・換算差額等

－

－ － － －
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日軽金(単独)

（中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１. 資産の評価基準及び評価方法
(１) 有価証券●

満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券
　　時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

(２) デリバティブ● 時価法

(３) たな卸資産 移動平均法に基づく原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
(１) 有形固定資産 定額法（清水工場、名古屋工場及び一部の有形固定資産は定率法(建物を除く））

　また、取得価額が１０万円以上２０万円未満の有形固定資産(少額減価償却資産)
については、３年間で均等償却する方法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～５０ 年
構築物 ３～６０ 年
機械装置 ２～２２ 年

(２) 無形固定資産 定額法
　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以
内）に基づく定額法を採用しております。

３. 繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用処理しております。

４. 引当金の計上基準
(１) 貸倒引当金 　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

(２) 投資損失引当金 　子会社等への投資に対する損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案して
計上しております。

(３) 退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しておりま
す。
　なお、会計基準変更時差異のうち、一括費用処理した早期退職優遇措置による退
職者等に係る額以外を１２年により按分して、その他の営業外費用に計上しており
ます。
　また、数理計算上の差異のうち、一括費用処理した早期退職優遇措置による退職
者等に係る額以外を、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（１２年）による定率法により、それぞれ発生の翌期から費用処理すること
としております。

５.
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じて会計処理しております。

６. ヘッジ会計の方法
(１) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たす為替予約については、振当処理を行っており
ます。また、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理を行っております。

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象
（通貨関連）
　ヘッジ手段…為替予約取引
　ヘッジ対象…外貨建債権債務及び外貨建予定取引
（金利関連）
　ヘッジ手段…金利スワップ取引
　ヘッジ対象…借入金の支払金利
（商品関連）
　ヘッジ手段…アルミニウム地金先渡取引
  ヘッジ対象…アルミニウム地金の販売及び購入取引

リース取引の処理方法
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(３) ヘッジ方針
　将来における為替変動リスク、金利変動リスク及びアルミニウム地金の価格変動リスク等、様々な市場リスクの回
避を目的として行っております。

(４) ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動ま
たはキャッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事前に想定されるため、ヘッジ有効性の判定は省略してお
ります。

７. 消費税等の会計処理の方法
　税抜方式によっております。

８. 中間期における税額計算の方法
　中間期を一事業年度とみなして計算した額を計上しております。

９. 連結納税制度
　連結納税制度を適用しております。

（会計処理の方法の変更）

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準
　当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日）
及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年
12月９日）を適用しております。
　従来の資本の部の合計に相当する金額は98,711百万円であります。
　なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の純資産の部については、改正後の
中間財務諸表等規則により作成しております。

金融商品に関する会計基準
　当中間期より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成18年８月11日）を適用しております。
これにより、従来「固定負債（その他）」に計上しておりました社債発行差金は「社債」に含めて計上しております。
　なお、これに伴う損益への影響はありません。

（貸借対照表に関する注記）

１. 有形固定資産の減価償却累計額 135,730 百万円 138,458 百万円 136,871 百万円

２. 担保資産及び担保付債務
担 保 資 産 ●
有 形 固 定 資 産 37,284 百万円 38,274 百万円 38,714 百万円

担 保 付 債 務 ●
一 年 内 償 還 社 債 　　　－ 百万円 9,000 百万円 9,000 百万円
流 動 負 債 「 そ の 他 」 18 百万円 17 百万円 16 百万円
長 期 借 入 金
(一年内返済長期借入金を含む)
固 定 負 債 「 そ の 他 」 939 百万円 948 百万円 956 百万円

３. 偶発債務
債 務 保 証 12,128 百万円 12,971 百万円 13,525 百万円
(うち共同保証による実質他社負担額）  （　3,011 百万円）  （　3,207 百万円）  （　3,321 百万円）

保 証 類 似 行 為 4,415 百万円 7,779 百万円 10,248 百万円

４. 中間期末日満期手形
　　中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。
　なお、当中間会計期間末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が中間期末残高に含まれております。

　　　　　受　　取　　手 　形 1,076 百万円
　　　　　支　　払　　手 　形 1,185 百万円

（損益計算書に関する注記）

１. 減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 2,592 百万円 2,456 百万円 5,108 百万円
無 形 固 定 資 産 106 百万円 94 百万円 195 百万円

百万円7,690 百万円 34,546 百万円

前 　期
自 平成17年4月 1日
至 平成18年3月31日

当 中 間 期
(平成18年9月30日)

前　　期
(平成18年3月31日)

　　前年中間期
(平成17年9月30日)

41,991

当 中 間 期 前年中間期
自 平成18年4月 1日
至 平成18年9月30日

自 平成17年4月 1日
至 平成17年9月30日
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

当中間期（自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位：千株）

　普  通  株  式 （注）

合　　　計

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加138千株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

（リース取引に関する注記）

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

（有価証券に関する注記）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
（単位：百万円）

　区　　　分　 中間貸借 貸 借 中 間 貸 借
対 照 表時 価差 額対 照 表時 価差 額対 照 表時 価差 額
計 上 額 計 上 額 計 上 額

1,053 1,523 469 1,053 1,894 840 1,053 2,151 1,097

110 706 596 110 1,011 901 110 1,432 1,322

1,164 2,230 1,065 1,164 2,906 1,742 1,164 3,583 2,419

1,568 138 － 1,706

当中間期減少株式数 当中間期末株式数

1,568 138 － 1,706

前  年  中  間  期
(平成18年9月30日) (平成18年3月31日) (平成17年9月30日)

○ 合 計 ●

当  中  間  期 前　  期

子　 会　 社　 株　 式●

関　連　会　社　株　式●

前年度末株式数 当中間期増加株式数

37



 

 

  ＜ メ モ ＞

38




